
ITER だより�インフォメーション

１．ITER（イーター）共同実施協定締結

２００６年１１月２１日，ITER参加各極の閣僚級による会合が

パリ・エリゼ宮（大統領府）で開催され，ITER計画の実施

主体となる ITER国際核融合エネルギー機構（以下，ITER

機構と略記）を設立するとともに，参加各極の ITER機構

への貢献等について定める「ITER事業共同実施のための

ITER国際核融合エネルギー機構を設立する協定」などに

ついて署名が行われた．日本からは，岩屋毅外務副大臣（署

名者）と水落敏栄文部科学大臣政務官が代表として出席し，

ITER協定，特権免除，暫定発効取り決め本協定に署名し

た．その結果参加７極による ITERの建設と運転に関する

国際協定が締結されたことになる．今後，各極における批

准や承認を経て，正式に発効される予定である．

なお，協定文等の詳細は，以下の外務省ホームページで

参照できる．

外務省：最近署名を行った条約（国会に提出したものを除く）

http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/treaty/shomei.html

・イーター事業の共同による実施のためのイーター国際核

融合エネルギー機構の設立に関する協定

・イーター事業の共同による実施のためのイーター国際核

融合エネルギー機構の特権および免除に関する協定

２．第１回 ITER暫定理事会開催

大臣級代表による第１回暫定 ITER理事会がヤヌス・ポ

トチュニク科学研究担当欧州委員の議長のもとで２００６年１１

月２１日にパリにおいて開催された．これは新たに設立され

たITER機構の最初の活動となる．会合の主な成果は，ITER

協定を暫定的に実施する枠組みを提供し，ITER機構に必

要な能力と資源の利用手段を与えるとともに，池田 要

ITER機構長予定者に対し，協定の暫定適用のもとでITER

機構の活動を開始させ，その目的を追求させる権限を与え

たことである．

３．ITER機構における職員の公募開始

ITER 機構では活動開始にあたり，必要な職員を ITER

計画の参加国から公募することとし，２００６年１２月に，その

募集要項が ITERホームページ（http://www.iter.org/a/

jobs.htm）に掲載された．今後何回かの公募がなされるも

のと予想される．我が国は，ITER計画の参加国であり，我

が国の国籍を有する人は，ITER機構の職員公募に対して

応募することができる．

日本原子力研究開発機構が，我が国政府からの要請を受

け，日本における公募の窓口として，ITER機構による職

員公募に関する我が国における応募の事務手続きと関連情

報を下記ウェブサイトにおいて提供している．この他，公

募開始についての情報は，プラズマ・核融合学会，核融合

科学研究所，核融合関連学協会を通じても配信された．

http://www.naka.jaea.go.jp/ITER/index.html

（日本原子力研究開発機構 核融合研究開発部門）
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１．カダラッシュサイトへ ITER国際チーム員が集結

平成１８年７月にCEAカダラッシュ研究センター内に

ITER（イーター）国際チームの仮事務所が完成して以来，

ドイツのガルヒンク共同作業サイトおよび日本の那珂共同

作業サイトで設計作業に従事していた ITER国際チーム員

が本格的にカダラッシュへの移動を開始した．平成１８年末

には，ガルヒンクサイトおよび那珂サイトにおける活動を

終了し，翌１月半ばにすべての国際チーム員がカダラッ

シュへ集結した．なお，平成１８年１１月２１日に ITER協定が

正式に署名され，ITER機構の暫定活動が開始されたが，

ITER機構が正式に発足するまでは国際チームによる移行

措置活動が継続される予定である．

カダラッシュサイトにおける各極から派遣された ITER

国際チーム員は，平成１９年２月末時点で約１２０名に達して

いる．国際チーム員のほかにも，滞在研究者（Visiting

Researcher）１０数名が各極から派遣されている．また，

CAD技術者，秘書などのスタッフ５０数名が国際チーム業

務を支援している．これらを含めると総数約１９０名規模と

なっている．日本からは２月末時点で長期派遣者１４名，短

期派遣者５名を派遣し，ITER建設開始に備えた技術的準

備作業やITER機構の組織的準備作業を行っている．また，

今後の人員増加に備えて，現在の仮事務所に隣接して第２

仮事務所が建設中である．

２．ITER建設サイトの整備作業が開始

平成１９年１月末，CEAカダラッシュ研究センターに隣接

する ITER建設サイトにおいて樹木の伐採作業が開始され

た．作業は急ピッチで進められている．サイトの周囲に

フェンスを立て，大型重機による伐採した樹木の運び出し

や砂利の運搬などが行われている．このため，一般の国際

チーム員や来訪者は ITER建設サイトに立ち入ることが禁

止された．今年１０月までに 180 haの広さの ITER建設サイ

トの準備が完了する予定である．また，このサイト整備作

業では，環境への影響を最小にするよう措置がとられ，

ITER建設サイトの約半分は森として保存されることに

なっている（写真１，２参照）．

３．ITER機構職員公募への応募状況

ITER 機構の暫定活動の開始を受け，平成１８年１２月１１日

に，ITER機構職員の公募が開始され，５２のポジションに

対する募集が ITERホームページ（http://www.iter.org/a

/jobs.htm）に掲載された．日本原子力研究開発機構で

は，我が国政府からの要請を受け，日本における公募の窓

口として，応募書類の提出方法や関連情報を当機構核融合

研究開発部門のウェブサイトに掲載した．

日本国内での応募書類の受付けは，平成１８年１２月２５日よ

り開始し，平成１９年２月６日に予定どおり終了した．その

結果，応募期間の短さにもかかわらず，２５のポジションに

対して２９名の応募があった．応募書類はすべてカダラッ

シュのITER機構へ送付された．ITER機構では，各参加極

からの応募書類の受付期限を２月２０日とし，その後速やか

に応募者の選考に入るとしている．日本原子力研究開発機

構では，ITER機構と日本人応募者との間の連絡支援を引

き続き行っていく予定である．

（日本原子力研究開発機構 核融合研究開発部門）

写真１ 土地整備を開始した ITER建設サイト（右下が新たに整地
したエリア）（ITER機構提供）

写真２ ITER建設サイトの整備状況（ITER機構提供）
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１．ITER協定が国会で承認

４月１７日の衆議院本会議において，ITER協定（「イー

ター事業の共同による実施のためのイーター国際核融合エ

ネルギー機構の設立に関する協定」）が承認された．これに

より３０日以内の批准が確定したことになる．欧州，米国，

韓国及びインドはすでに批准等の国内手続きを実質的に終

えている．批准等の国内手続きが完了していないのはロシ

ア，中国のみとなった．今後，７極がすべて国際原子力機

関（IAEA）に批准書等を寄託した時点から３０日後に ITER

協定が正式に発効し，暫定的な活動を実施している ITER

国際核融合エネルギー機構（ITER機構）が正式に発足する

ことになる．

２．EU極内機関が設立

３月２７日にブリュッセルで開催された欧州連合理事会に

より，核融合エネルギー開発および ITER国際核融合エネ

ルギー機構のための欧州共同事業体が設立された．本共同

事業体は，EUのITERへの貢献を統括する欧州極内機関と

なる．

本共同事業体はスペインのバルセロナを拠点とし，総予

算９６億５３００万ユーロで，３５年に亘りEUにおける核融合研

究の主要な役割を果たす．本事業を通して欧州原子力共同

体（EURATOM）は，ITER国際核融合エネルギー機構，及

び核融合エネルギーの早期実現のための日本との「幅広い

アプローチ」活動に貢献する．さらに本共同事業体は，核

融合実証炉や関連施設の建設へ向けた準備のための活動を

調整する．

３．ITERトロイダル磁場コイルの素線の性能試験

ITER トロイダル磁場（TF）コイルの超伝導ケーブルを

構成する素線は，調達開始前に ITER運転条件で性能を確

認する必要がある．スイスのCRPP 核融合研究所にある

Sultan試験設備において，EUの企業EASにより製作され

た 3.5 m長さの導体サンプルの試験が行われ，良好な結果

が得られた．本サンプルに用いられた導体は，イタリアの

ENEA研究所の監督下で製作され，CRPP において熱処理

および組み立てが行われた．

本試験は ITER TFコイルの代表的運転条件で実施され

た．試験体は，10.8 Tの磁場下で，0 kAから定格電流68 kA

まで１０００回以上繰り返し通電された．その結果，この条件

下で導体サンプルは安定であり，1000 サイクル後の分流開

始温度が 5.7 K 以上という合格条件を満足した．したがっ

てEAS製素線はITERTFコイル導体に適用可能と考えら

れる．さらに，この繰り返し試験後に 11 Tの磁場下で 80

kAの過負荷試験が行われたが，劣化は認められなかった．

今後数ヶ月をかけて，TFコイルの製作を分担する日本

などの参加極から持ち込まれる導体サンプルに対して同様

の性能確認試験が実施される予定である．

４．ITER建設サイトの伐採作業がほぼ完了

カダラッシュにおけるホスト支援機関（Agence ITER

France）の監督のもと，ITER建設サイトの準備作業が進ん

でいる．その第１期として，仮設のフェンスがサイトの周

囲に設置され，75 ha の面積に対して伐採作業が完了した．

また，ITERサイトへのアクセス道路の工事も行われてい

る．主要なアクセス道路は夏に建設され，９月に開通する

予定である．

（日本原子力研究開発機構 核融合研究開発部門）

写真１ Sultan試験設備での性能試験に供された ITE Rトロイダ
ル磁場コイル用導体サンプルの断面（直径約 40 mm）
（ITER機構提供）．
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１．ITERトロイダル磁場コイル用導体の性能試験が進展

本誌５月号の ITERだより�で報告したように，ITER
参加極が試作したトロイダル磁場（TF）コイル用の導体に

ついて，スイスのSultan試験設備を使用した性能試験を実

施している．ITERの TFコイル用導体は，Nb３Sn 素線９００

本を５２２本の銅線とともに中心スパイラル管のまわりに撚

り線し，ステンレス製のジャケットに挿入した構造であ

る．ITER用のNb３Sn 素線として，ブロンズ法および内部

拡散法で製造された素線が既に開発され，導体化されてい

る．Sultan 試験設備では，これまでにEUの導体２種類

（ブロンズ法，内部拡散法），日本の導体２種類（ブロンズ

法，内部拡散法），および韓国の導体１種類（内部拡散法）

の試験が終了している．

性能試験ではTFコイルの運転条件を模擬して 10.8 T

の外部磁場下で 68 kAを通電し，超伝導状態を維持できる

最高の温度（分流開始温度，���）を測定した．この値が高

いほど性能が良いことになる．���に関するITERの要求値

は 5.7 K（0.7 K の裕度を含む）で，これまでの総合評価とし

て，ブロンズ法素線を使った導体の分流開始温度は 6.3～

6.8 K（暫定値）となり，優れた値が得られている．また内

部拡散法素線を使った導体では，���は 5.8～6.0 K（暫定値）

となり，要求値を満足している．日本はさらに別の線材

メーカーによるブロンズ法素線２種類を開発しており，こ

れらを使用した導体の性能試験を本年末に予定している．

２．ITER用 170 GHz ジャイロトロンの開発目標値を達成

ITER における電子サイクロトロン加熱・電流駆動

（ECH/ECCD）及びプラズマの不安定制御に不可欠な 170

GHz ジャイロトロンの開発が，日本をはじめ，EU，ロシア

で積極的に進められている．その中で，２００６年末には日本

原子力研究開発機構において，開発目標値（周波数 170

GHz，出力 1MW以上，パルス幅５００秒以上，効率 50％以

上）を上回る，出力 1MW，動作時間８００秒（連続対応），効

率５５％の大出力発振に成功し［１］，ITERに必要な連続ミリ

波源を世界で初めて実証した．

これまでにも，ITER用ジャイロトロンについて，日本

は世界最高の効率の達成，人工ダイヤモンド窓の開発，

１MW級高周波の発振などを世界に先駆けて成し遂げ，着

実な性能向上を行ってきたが，ジャイロトロン内部での発

熱や発振出力の低下等により，出力時間は１００秒程度にと

どまっていた．

その後，①ジャイロトロン内部で散乱する不要な高周波

損失を約２％まで低減することに成功し，内部機器の温度

上昇を抑えたこと，②長パルス動作時に起こるビーム電流

の減少を，カソードヒーターのプレプログラム制御によっ

て抑制したこと，③カソード形状の工夫により発振用電子

ビームの質を向上させて発振効率を高めたこと，などによ

り，２００６年夏には 0.6 MWの実用出力レベルで１時間の定

常動作を実証した．さらに，エネルギー源となる回転電子

ビームの回転周波数とピッチファクターを発振中に制御す

ることにより，高効率発振モード（難発振領域）での安定

発振に成功し，その結果，出力，効率ともに大きく上昇し，

ITER用ジャイロトロンの性能目標値を上回る結果を得る

ことができた．ロシアでも，５月に0.95 MWで１００秒の発振

に成功し，ITER用ジャイロトロンの調達に向けて着実に

進展している．

（日本原子力研究開発機構 核融合研究開発部門）

参 考 文 献
［１］K.Sakamoto, A.Kasugai, K.Takahashi et al., "Achieve-

ment of robust high-efficiency 1MW oscillation in the
hard-self-excitationregionbya170GHzcontinuous-wave
gyrotron" Nature Physics 3, 411-414(2007).

図１ 日本原子力研究開発機構で開発している 170 GHzジャイロ
トロンの性能の進展．写真１ 日本の導体サンプルと Sultan試験設備
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１．第２回暫定 ITER理事会が開催

第２回暫定 ITER理事会が，サー・クリストファー・ル

ウェリン＝スミス（欧州原子力共同体核融合計画諮問委員

会（CCE-EU）議長）の議長のもとで，７月１１日及び１２日に

東京において開催された（写真１参照）．本会議は，ITER

の共同実施のための協定の署名の直後に開催された第１回

暫定理事会（２００６年１１月２１日，パリ）から約半年後の開催

となった．

会議の開始に際して，ITER協定の批准に関する進捗状

況報告があり，ロシアでは下院および上院で承認されたこ

と，中国では８月末の全国人民代表大会で審議されること

が報告された（その後ロシアでは７月２３日にプーチン大統

領が署名した）．近々中国において批准されれば，すべての

署名国における批准プロセスは完了し，ITER協定が発効

することになる．

池田要 ITER機構長予定者とノルベルト・ホルトカンプ

首席副機構長予定者により，ITER協定の暫定的適用下で

の事業活動の立上げについて報告があった．具体的には，

カダラッシュサイトにおけるプロジェクトチームの組織作

り，ITER施設の設計レビュー，ITERプロジェクトに相応

しい管理手法の開発，ITER機器を調達するための詳細な

仕様，および建設サイトにおける技術活動の開始などが報

告された．

今回のITER暫定理事会では，ITER事業活動の進展が認

識されるとともに，以下の事項を含む多くの案件について

方向性が示された．

・建設段階における計画，詳細な人員計画および費用見

積り

・管理システムに関する具体的事項

・フランス当局や IAEA，CERNといった国際機関との

間の協定に関する提案

また，モナコ公国とのパートナーシップ取極めに関する

提案が支持された．

最後に，サー・クリストファー・ルウェリン＝スミス議

長は，次のように総括した．「報告された進展と会議にお

ける建設的な議論は将来に向けて良い前兆である．重要

な，そして前例のない ITER国際協力は，今，実現への第

一歩を踏み出している．」

２．ITER機構職員公募などの状況

ITER 機構の暫定活動の開始を受け，昨年１２月から今年

２月にかけて，５２の専門職員（Professional Staff）ポジショ

ンの公募が行われた．その結果，４９のポジションに対して

職員の採用が決定した．この新規採用者がカダラッシュサ

イトに着任すると，ITER機構の専門職員は合計１７２名とな

る．参加極別でみると，EU１０１名，インド４名，日本１５名，

中国１２名，韓国１３名，ロシア１４名，米国１３名となっている．

今年５月から９月にかけて，２回の追加募集があり，合

計３９の新たな専門職員ポジションの公募が行われた．これ

と並行して，メンバーの離任により空席となったポストな

ど，合計２２の専門職員ポジションの緊急公募も行われた．

これらの追加募集で空席ポジションが充足されれば，

ITER機構の専門職員は約２１０名に達する見込みである．

また，CADデザイナーや秘書，技術支援スタッフなどの

支援職員（Support Staff）についても，今年５月から８月に

かけて２回にわたり，合計５８ポジションの公募が行われ

た．これらのポジションが充足されれば，支援職員は合計

約９０名に達する見込みである．

ITER機構の人員計画では，最終的には専門職員を約２６０

名，支援職員を約３２０名にすることになっており，２００８年以

降も引き続き職員の公募が行われる予定である．

さらに，ITER機構では，情報技術システムの整備・運

用やウェブ対応のソフトウェア開発，工程管理支援，物納

調達管理支援に関する業務を外部委託するとしており，今

年７月から９月にかけて，これらの業務に関心ある企業を

募集した．

日本原子力研究開発機構では，我が国政府からの要請を

受け，日本における ITER機構職員および外部委託業務の

公募の窓口として，応募方法や関連情報を当機構核融合研

究開発部門のウェブサイトに掲載している．今後も ITER

機構との間の連絡支援を引き続き行っていく予定である．

（日本原子力研究開発機構 核融合研究開発部門）

写真１ 平成１９年７月１１，１２日に第２回暫定 ITER理事会が東京で開催．

７７５
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１．ITER国際核融合エネルギー機構が正式発足

昨年１１月に ITER計画参加国により調印された「イー

ター（ITER）協定」＊）は，その批准手続き等，参加各国の

国内手続きが全て完了して本年１０月２４日に発効した．この

ことにより，ITER協定の下にITER計画を実施する国際機

関「ITER国際核融合エネルギー機構（ITER機構）」が正

式に発足した．同日，ITER機構は，ITERカダラッシュサ

イトと ITER計画参加各極の拠点とをビデオネットワーク

で接続し，ITER機構発足の祝賀会を行った．祝賀会は，和

やかな雰囲気の中，池田要 ITER機構長のスピーチで始ま

り，引き続いて参加各極の代表の祝辞，祝杯，ケーキカッ

トが執り行われた．

また，ITER協定の発効を受け，文部科学省は同日，

ITER協定に基づく活動を行う我が国の国内機関に日本原

子力研究開発機構を指定した．

＊）正式名称：ITER事業の共同による実施のための

イーター国際核融合エネルギー機構の設立に関する

協定

２．ITER科学技術諮問委員会がスタート

本年７月の暫定 ITER理事会により暫定理事会の諮問委

員会として，ITER運営諮問委員会（ManagementAdvisory

Committee: MAC）とともに，ITER科学技術諮問委員会

（Science and Technology Advisory Committee: STAC）の

設置とその最初の任務が決定された．STACは，暫定理事

会の要請の下，ITER計画の実施に関係する科学技術的事

項について評価し，暫定理事会に助言を与えるものであ

る．暫定理事会は，各極の推薦に基づいて１極当たり２名

の STAC委員及び委員の中から１名の調整役（議長）を指

名する．各極は，委員会会合に委員以外に３名までの専門

家を参加させることができる．調整役も委員ではない複数

の専門家を会合に招聘することができる．STACは，通常

年２回程度の会合を持つものと想定されており，会合毎に

その議論と暫定理事会への助言に関する報告書を作成す

る．この STACに対する最初の任務として，２００６／２００７年

に暫定 ITER機構により行われた設計レビューの成果とし

ての新たな"Project Baseline Documents"，すなわち"Pro-

ject Specification"，"Overall Project Schedule"，"ITERPro-

jectPlanandCostEstimates"を評価することが要請された．

この暫定理事会の要請を受け，第１回 STAC会合が９月

５，６日の２日間カダラッシュにおいて開催され，ITER

機構より"Project BaselineDocuments"の準備状況が紹介さ

れた．第２回会合は１１月５～７日にカダラッシュで開催さ

れる予定である．現在，日本の STAC委員には，関昌弘高

度情報科学技術研究機構理事長と伊藤公孝核融合科学研究

所教授が指名されている． （２００７年１０月記）

（日本原子力研究開発機構 核融合研究開発部門）

３．核融合エネルギーフォーラムの発足

２００７年７月に核融合エネルギーフォーラムが発足した．

核融合エネルギーフォーラムは，ITER建設や幅広いアプ

ローチの本格的な実施を踏まえ２００２年５月に設立された核

融合フォーラムの発展継承となるもので，従来からのクラ

スター活動を引き続き充実させるだけでなく，大学や研究

機関，産業界などの意見の集約や協力の調整などの役割な

どをより拡充させるものである．佐藤文隆先生（湯川記念

財団理事長）が運営会議の議長を引き続いて務められ，１０

月現在，会員数も５００名を超えた．

新しいフォーラムでは，運営会議の下に調整委員会の他

にITER･BA技術推進委員会が新設された．ITER･BA技術

推進委員会は，特に国から議長宛に出される ITER計画や

幅広いアプローチ（BA）に関する技術的諸課題の検討など

の依頼事項について，議長の付託を受けて機動的に対応す

る役割を担っている．１０月に開催された運営会議で，ITER

設計書の評価について国から正式な依頼があり，間もなく

ITER･BA技術推進委員会でその評価検討が開始される予

定である．

一方，調整委員会では平成２０年度の核融合エネルギー奨

励賞について検討が始まった．また，調整委員会の下で，

BAのデモ炉設計に向けた活動（社会と核融合クラス

ター），ITPAやBAの計算機シミュレーションセンターに

向けた活動（プラズマ物理クラスター），及び ITER用テス

トブランケットやBAの IFMIF-EVEDAに向けた活動（炉

工学クラスター）などのクラスター活動が活発に展開され

ている． （２００７年１０月記）

（核融合エネルギーフォーラム事務局）
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